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している。本研究では、紛争が勃発した時期・場所に関する詳細なデータを Uppsala Conflict Data 


















教育レベルや収入にまで長く尾を引く重要な資本であることが知られている（Glewwe and Miguel 




章の内容は、国際学術誌 “International Journal of Education Economics and Development” に既に掲載さ
れている。また、第三章の内容は、第 11回応用計量経済学コンファレンス（2016年）において最優
秀論文賞を受賞している。第二章の内容は、日本経済学会 2018 年度春季大会において院生特別セッ
ションの発表研究として選出され、参加者から高い評価を受けている。 
分析したデータ（明治の鉄道敷設期の日本全国を対象とした価格収束、マリ共和国における紛争地
域と健康の相関データ、準実験的な学級分けを用いたネパールの小学校のデータ）自体にも新規性・
重要性があり、また、頑健性のチェックも丁寧に行っている。 
以上のように、本論文は博士学位論文として十分な内容をもつものであるといえる。申請者が、今
後、研究者としてより成長するには、得られた分析結果の背後にあるメカニズムを追求する姿勢が必
要となると思われる。例えば、鉄道敷設の影響は接続される市場間の関係性によってどう変わるのか、
紛争の被害がどのような経路で子供の健康に害をもたらすのか等を深く追求すれば、より普遍性・汎
用性の高い貢献が可能になる。申請者の今後に期待したい。 
 【最終試験の結果】 
平成３１年２月１３日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、
著者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全
員によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会工学）の学位を受けるに
十分な資格を有するものと認める。 
 
